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や情報を提供し、外交的に働きかけることを通じて、ブラジルの刑事裁判管轄権に基づく

国外犯としての処罰を要請することとなる（「代理処罰」とも呼ばれる）。来日外国人の増

加に伴い、2000年頃から在日ブラジル人の問題が浮上し、2005年の静岡県湖西市で起きた

少女ひき逃げ事件は注目を集め、問題解決に向けて国会でも議論となった（例えば、2006

年４月20日、第164回国会参議院外交防衛委員会）。 

日本とブラジルとの間では、2007年以降、司法分野の作業部会が開催され、両国間の司

法協力としてまず受刑者移送条約が作成された（2016年２月発効）。その後、日本のブラジ

ル人社会30周年を迎えた2020年、日本とブラジルの両国政府は刑事共助条約の締結交渉を

開始することについて意見が一致し、翌2021年12月から交渉が行われた。その結果、2024

年１月、東京で日・ブラジル刑事共助条約が署名された。本条約は、日本にとって中南米

諸国との間で初の刑事共助条約となる。在留ブラジル人数は21万人を超えており（2023年

６月）、本条約は日本と日系ブラジル人社会の信頼関係を底辺から支える役割がある。 

 

３．本条約の内容 

 日本とブラジルは、他方の請求に基づき、捜査、訴追その他の刑事手続について本条約

の規定に従って共助を実施することとなる（第１条１）。共助が条約上の義務となることで、

実施の確実性が高められる。ここでいう共助には次の措置をとることを含む（第１条２）。 

 

 なお、被請求国が次のいずれかに当たると認める場合は、共助を拒否することができる

（第３条）。 

 
 本条約に規定する任務を行う中央当局として、日本は法務大臣及び国家公安委員会等を、

ブラジルは法務治安省を指定した（第２条１）。本条約の実施に当たっては、これらの中央

当局間で相互に直接連絡することとなり（第２条２）、迅速な共助の実施が可能となる。 

（ 寺林
てらばやし

 裕介
ゆうすけ

・外交防衛委員会調査室） 

・証言・供述の取得、物件の取得

・ビデオ会議を通じた聴取を可能とすること

・人、物件又は場所の見分、これらの所在地の特定

・立法・行政・司法機関、地方公共団体(可能な場合)の保有する物件の提供

・出頭が求められている者に対する招請の伝達

・証言の取得その他の目的のための被拘禁者の身柄の移送

・刑事手続に関する文書の送達

・犯罪の収益又は道具の没収・保全に関連する手続

・その他の共助であって両締約国の中央当局間で合意されたもの

・請求された共助が政治犯罪に関連する

・共助の実施により自国の安全その他の重要な利益が害されるおそれがある

・共助の請求がこの条約に定める要件に適合していない

・共助の請求が何人かを人種、宗教、国籍、民族的出身、政治的意見若しくは
　性を理由に訴追・処罰する目的でなされていると、又はその者の地位がそれ
　らの理由により害されるおそれがあるとする十分な理由がある
・捜査、訴追その他の手続の対象行為が自国の法令によれば犯罪を構成しない

 

 第213回国会法律案等 NAVI  

 

ＩＢＲＤ協定及びＥＢＲＤ設立協定の改正 

 
 

 2024年３月８日、第213回国会（常会）に国際復興開発銀行（ＩＢＲＤ）協定の改正（閣

条第９号）及び欧州復興開発銀行（ＥＢＲＤ）設立協定の改正（閣条第10号）が提出され

た。両協定とも、今般の改正において、融資の上限額を自己資本額以下に定める規定を削

除することとしている。また、ＥＢＲＤ設立協定の改正においては、受益国の拡大もあわ

せて行われる。以下、両協定の改正の経緯及びその内容を紹介する。 

 

１．改正の経緯 

（１）ＩＢＲＤ協定の改正 

ＩＢＲＤは、1945年、ブレトン・ウッズ体制の下で国際通貨基金（ＩＭＦ）とともに設

立された国際開発金融機関である。ＩＢＲＤの設立の目的は、戦争破壊からの復興と、開

発途上国における生産施設及び生産資源の開発であったが、戦後復興の達成後は、開発に

重点を移し、主に中所得国に対する支援を実施している。2024年２月現在の加盟国は189か

国である。日本は1952年に加盟し、2023年６月末現在の日本の累積出資額は米国に次ぐ第

２位で、7.2％の投票権シェアを有している。 

2023年７月、ＩＢＲＤ総務会において、協定上の融資等の上限を撤廃することを目的と

した協定の改正に関する総務会決議が採択された。改正の効力発生には一定以上の加盟国

の受諾を要するところ、2024年２月時点で未発効となっている。 

 

（２）ＥＢＲＤ設立協定の改正 

 ＥＢＲＤは、中東欧諸国等における市場指向型経済への移行並びに民間及び企業家の自

発的活動を促進することを目的として1991年に設立された国際開発金融機関である。2024

年２月現在、加盟者は72か国・２機関（欧州連合・欧州投資銀行）となっている。日本は

原加盟国であり、2022年12月末現在の日本の累積出資額は米国に次ぐ第２位（英国、ドイ

ツ、フランス、イタリアも同列第２位）で、8.6％の投票権シェアを有している。 

2023年５月、ＥＢＲＤ第32回年次総会において、①受益国に限られた数のサブサハラ・

アフリカ諸国等の追加及び②協定上の融資等の上限の撤廃を目的とした協定の改正に関す

る総務会決議が採択された。改正の効力発生には一定以上の加盟者の受諾を要するところ、

2024年２月時点で未発効となっている。 

 

２．融資等の上限の撤廃 

ＩＢＲＤ及びＥＢＲＤにおける協定上の融資等の上限は、両銀行とも設立当初に定めら

れたものである。しかし、現在では、近年のリスク管理手法と比べて過度に保守的なもの
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であると広く考えられるに至っている。 

また、両銀行それぞれの融資額が、いずれ協定上の上限に達することも懸念されている。

その背景として、近年、国際開発金融機関は、気候変動、紛争、感染症危機等の地球規模

課題に途上国が対応できるよう支援の強化が求められていることが挙げられる。 

こうした中、開発資金ニーズの増加に対応するため、Ｇ20では、国際開発金融機関の既

存資本を最大限活用するための取組である「自己資本の十分性に関する枠組みの見直し（Ｃ

ＡＦレビュー）」が進められている。2022年７月のＧ20（議長国：インドネシア）において

は、有識者による独立パネルから、国際開発金融機関の資本に関する内部ルールの見直し

や、新たな金融手法の導入等の17の提言からなる報告書が提出された。同報告書では、「Ｍ

ＤＢs（国際開発金融機関）の協定に上限を定めるという単純化されたアプローチは、今日

の金融機関の自己資本の十分性に対する上限としては不適当である」旨指摘されている1。 

今般のＩＢＲＤ及びＥＢＲＤにおける協定上の融資等の上限の撤廃は、このＣＡＦレ

ビューの提言を踏まえたものである。同レビューは、両銀行のみならず、国際開発金融機

関全体に対して行われているため、他の機関でも同様の規定が削除されていくこととなる。 

なお、今後のリスク管理手法については、ＩＢＲＤ及びＥＢＲＤのそれぞれの理事会に

おいて、自己資本比率等を指標とした既存のリスク管理が継続される。 

 

３．ＥＢＲＤにおける受益国の拡大 

 ＥＢＲＤ設立協定の第１条では、受益国の地理的範囲について、中欧及び東欧の各国、

モンゴル、地中海の南部及び東部の加盟国と定めており、今般の改正では、ここに「限ら

れた数のサブサハラ・アフリカの加盟国」を追加する。具体的には、ベナン、コートジボ

ワール、ガーナ、ケニア、ナイジェリア及びセネガルへの融資が想定されている。 

 開発上の支援ニーズが大きいサブサハラ・アフリカ諸国は、人口が増え続けていること

から今後も経済成長が見込まれるため、株主である欧州諸国は関係強化を図っている。こ

の地域には、主に公的セクターへの支援を中心とするアフリカ開発銀行（ＡfＤＢ）等が活

動しているが、今後はＥＢＲＤの強みを活かした民間セクターへの支援の拡大も期待され

る。ＥＢＲＤのオディール・ルノーバッソ総裁は、「アフリカ経済の構造上、インパクトの

あることをしたければ小規模ビジネスに着目する必要がある」と述べ、中小企業の支援に

重点を置く考えを示した2。 

なお、今般の改正に関する総務会決議では、第１条に規定されている「地中海の南部及

び東部の加盟国」に、イラクを追加することもあわせて確認された。これは、2013年に発

効した改正で、地理的範囲が地中海南部及び東部の加盟国に拡大され、その後、加盟者間

でイラクも同地域に含めることについて議論が行われた結果、実現したものである。 

（西
にし

 あかね・外交防衛委員会調査室） 

 
1 An Independent Review of Multilateral Development Banks’Capital Adequacy Frameworks,“Boosting 

MDBs’investing capacity,”July 2022, p.29. 
2 「欧州復興開発銀、サハラ以南に支援拡大 中小企業に重点」『日本経済新聞』（2023.12.31） 


